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徳島県情報公開・個人情報保護審査会答申情第７４号 

 

第１ 審査会の結論 

徳島県公安委員会の決定は、妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

１ 公文書公開請求 

令和４年８月８日、審査請求人は、徳島県情報公開条例（平成１３年徳島県条例第

１号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき、徳島県公安委員会（以

下「実施機関」という。）に対し、①徳公委第３１２号の処理結果通知書に記載のあ

る「しかるべき措置を講じた」とする「しかるべき措置」の内容が分かる情報、②実

施機関からの要請に基づき徳島県警本部が作成し、実施機関に提出した調査報告書、

③県民が疑念を抱くことのない適法かつ適正な各種警察活動の推進について、実施機

関が、徳島県警察に指示した内容が分かる情報及び④その他、徳公委第３１２号に係

る苦情申立てに関する一切の情報の公文書公開請求（以下「本件公開請求」という。）

を行った。 

 

２ 実施機関の決定 

令和４年８月２６日、実施機関は、本件公開請求のうち１の①、②及び④に係る公

文書として苦情受理票（令和４年５月１２日受理）、苦情申出書（令和４年５月１０

日付）、公安委員会に対する苦情について（令和４年５月１３日付）、公安委員会に

対する苦情申出の受理に伴う調査等の指示について（案）、公安委員会に対する苦情

申出の受理に伴う調査等の指示について（令和４年５月１９日付）、別添苦情受理票

（令和４年５月１２日受理）、別添苦情申出書（令和４年５月１０日付）、公安委員

会に対する苦情について（令和４年６月３０日付）、公安委員会に対する苦情申出に

かかる調査結果等について（令和４年６月３０日付）、処理結果通知書（案）、処理

結果通知書（令和４年７月７日付）、公安委員会に対する苦情について（令和４年７

月２０日付）及び電話受発信紙（令和４年７月２０日付）を特定し、これらの公文書

のうち条例第８条第１号、第２号又は第４号に該当する情報を非公開とする公文書部

分公開決定処分（以下「本件処分」という。）を、１の③に係る公文書はこれを保有

していないとして公文書公開請求拒否決定処分を行い、審査請求人に通知した。 

 

３ 審査請求 

令和４年１０月５日、審査請求人は、本件処分を不服として、行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき、実施機関に対して審査請求を行った。 

 

４ 諮問 

令和５年５月２６日、実施機関は、徳島県情報公開・個人情報保護審査会（以下「当
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審査会」という。）に対して、本件審査請求につき諮問（以下「本件事案」という。）

を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

審査請求人から提出された審査請求書によると、本件審査請求の趣旨及び理由は、

おおむね次のとおりである。 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消し、本件で開示請求されている文書の公開されていない部分につ

いて、公務員の職、氏名、職務遂行の内容に係る部分を開示するとの裁決を求める。 

 

２ 審査請求の理由 

(1) 条例第８条第１号について 

公務員等の職務遂行にかかる公務員等の職・氏名・職務遂行の内容については、

そもそも原則としてプライバシーが問題になる余地はなく「個人に関する情報」に

は当たらないと解されるのであり（仙台地判平成８年７月２９日判時１５７５号３

１頁等多数の裁判例参照）、さらに条例第８条第１号ハによれば本件処分において

部分公開とされた文書は公開されるべきことになり、徳島県情報公開条例の施行に

関する規則（平成１４年徳島県公安委員会規則第２号）第３条によれば「警部補以

下の階級にある警察官をもって充てる職」以外の警察官の氏名も公開されるべきこ

とになるので、実施機関は条例及び徳島県情報公開条例の施行に関する規則の解釈

を誤っている。 

(2) 条例第８条第４号について 

まず、実施機関は条例第８条第４号イからホまでのいずれに該当するかを述べて

いないので、以下の反論においては審査請求人の主張も多少抽象的にならざるを得

ず、また適法に開示拒否できていないので審査請求や取消訴訟の起算点はそれが明

らかになった時と解される余地があることを前置きする。 

以下条例第８条第４号柱書の文言を検討する。 

まず、「適正」とは開示した場合の支障だけでなく開示される利益も、開示の必

要性も考慮されなければならないところ（情報公開法についてのものであるが大阪

地裁平成１９年６月２９日参照）、本件文書が公開されると、一般市民を取り締ま

る警察が道路交通法に堂々と違反したということが明らかになり、適正・公平・平

等な警察行政（徳島県公安委員会の活動を含む。以下同じ。）を検証・実現するう

えで欠かせない情報なのであるから、開示される利益は非常に大きく、公益上開示

の必要性も高い。 

次に、「支障」については、名目的な支障では足りず実質的な支障が要求されて

いると解されるところ、実施機関は名目的な支障をいうのみで、実質的な支障が生

じることを説明していない。本件文書が開示されても実施機関は適切な業務を行っ

ただけであり、開示したことによる実質的な支障はなく、むしろ適正・公平・平等
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な警察行政を検証する上で必要な情報である。 

さらに、「おそれ」については、抽象的な可能性では足りず法的保護に値する程

度の蓋然性が要求されていると解されるところ、本件文書が公開されても上述した

ように適正・公平・平等な警察行政には何らの支障も生じず、そのおそれも存在し

ない。実施機関が主観的・抽象的に一定の業務等に支障が出るおそれがあると考え

ただけで本件文書のほぼ全ての重要部分を非開示にできるならば、条例の意味はな

くなり、条例が制定された県民の意思やその背後にある国民の意思に反することに

なろう。 

以上要するに、警察官が道路交通法に違反した事実や、それに対して適切な処理

がされた事実が開示されたところで何の問題もなく、むしろそれを開示することこ

そが県政に関する県民の知る権利の尊重や県の説明責任の実現に必要なのであり、

ひいては県政に関する県民の理解と信頼を深め、県民参加による公正で開かれた県

政の推進に資するといえよう（条例第１条） 

以上のとおり、実施機関は条例の解釈を誤っている。 

(3) 最後に、上記で述べた以外に、本件は、審査請求人が実施機関に対する苦情申立

書に記載したとおり、警察車両による民間人への加害の可能性、とりわけ今回の徳

島県警の覆面パトカーの違法走行は、そのスピードや対象との距離からして、前方

歩道の歩行者や、当該覆面パトカーが私の車両を追い越していく時の反対車線の原

付に対する暴行罪の可能性もあるので、情報を公開させる必要性が高いことに留意

されたい。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関から提出された弁明書によると、本件処分の内容及び理由は、おおむね次

のとおりである。 

１ 本件処分の内容 

実施機関は、本件公開請求のうち第２の１①、②及び④に係る公文書（以下「本件

文書」という。）を特定したが、本件文書には条例第８条第１号（以下「１号」とい

う。）、同条第２号（以下「２号」という。）又は同条第４号（以下「４号」という。）

に規定される非公開情報が含まれていたことから、条例第９条第１項の規定に基づき、

当該非公開情報をマスキングした上で本件文書を公開した。 

また、本件公開請求のうち第２の１③については、該当する文書を保有していなか

ったため、前述のとおり、別途、公開請求を拒否する処分を行っている。 

本件文書の概要及び非公開とした情報・適用条項は、次のとおりである。 

(1) 令和４年５月１０日付け文書により申出があった徳島県警察職員の職務執行に関

する苦情（以下「本件苦情」という。）の概要が記録された「苦情受理票（令和４

年５月１２日付け。以下「本件文書１」という。）」 

ア 「申出者」欄の「ふりがな・氏名」欄、「生年月日」欄、「性別」欄、「住所」

欄、「職業」欄、「勤務先」欄及び「携帯電話」欄（１号） 
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イ 「申出事項」欄の「件名」欄並びに「内容」欄の「いつ」欄及び「どこで」欄

（１号） 

ウ 「申出事項」欄の「内容」欄の「概要」欄（１号及び４号） 

エ 「対応内容」欄（１号及び４号） 

オ 「処理」欄の「内容」欄（１号及び４号） 

(2) 本件苦情の申出者（以下「本件申出者」という。）が実施機関に提出した「苦情

申出書（令和４年５月１０日付け。以下「本件文書２」という。）」 

ア 発出者に係る事項（１号及び２号） 

イ 発出者の印影（２号） 

ウ 申出の内容（１号及び４号） 

エ 添付資料（１号） 

(3) 事務局（徳島県警察本部警務部総務課のことをいう。以下同じ。）の担当者が、

本件苦情に関して実施機関に報告及び指示伺いをした「公安委員会に対する苦情に

ついて（令和４年５月１３日付け。以下「本件文書３」という。）」 

ア 「申出者」欄の「住所」、「氏名」及び「電話番号」（１号） 

イ 「件名」欄（１号） 

ウ 「指示伺い」欄の２行目から６行目までの一部及び７行目から１５行目まで（１

号及び４号） 

(4) 実施機関が徳島県警察本部長（以下「本部長」という。）に対して本件苦情に係

る調査指示をするための「公安委員会に対する苦情申出の受理に伴う調査等の指示

について」の案文（以下「本件文書４」という。） 

ア 左上部に記載されている本件申出者に関する情報（１号） 

イ 「１ 苦情申出者」の「住所」及び「氏名」（１号） 

ウ 「２ 苦情件名」（１号） 

(5) 「公安委員会に対する苦情申出の受理に伴う調査等の指示について（令和４年５

月１９日付け。以下「本件文書５」という。）」 

ア 「１ 苦情申出者」の「住所」及び「氏名」（１号） 

イ 「２ 苦情件名」（１号） 

(6) 事務局の担当者が実施機関に対し、本件苦情に係る調査結果等の報告や指示伺い

をした「公安委員会に対する苦情について（令和４年６月３０日付け。以下「本件

文書６」という。）」 

ア 「申出者」欄の「住所」、「氏名」及び「電話番号」（１号） 

イ 「件名」欄の一部（１号） 

ウ 「指示伺い」欄の４行目から８行目まで及び１０行目から２１行目まで（１号

及び４号） 

エ 「指示等」欄の３行目以降（４号） 

(7) 本部長から実施機関に対する調査結果の復命である「公安委員会に対する苦情申

出にかかる調査結果等について（令和４年６月３０日付け。以下「本件文書７」と
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いう。）」 

ア 「１ 苦情申出者」の「住所」及び「氏名」（１号） 

イ 「２ 苦情件名」（１号） 

ウ 「３ 調査結果等」の「(1)」の一部（１号及び４号） 

エ 「３ 調査結果等」の「(2)」（４号） 

オ 「３ 調査結果等」の「(3)○○警察署の調査結果」及び「(4)」の見出し符号

を除く部分（１号及び４号） 

カ 「４ 結論」（１号及び４号） 

(8) 「処理結果通知書」の案文（以下「本件文書８」という。） 

ア 宛名に係る事項（１号） 

イ 「申出に係る事実関係」欄、「公安委員会の判断」欄及び「申出に対する措置」

欄（１号及び４号） 

(9) 「処理結果通知書（令和４年７月７日付け。以下「本件文書９」という。）」 

ア 宛名に係る事項（１号） 

イ 「申出に係る事実関係」欄、「公安委員会の判断」欄及び「申出に対する措置」

欄（１号及び４号） 

(10) 事務局の担当者が実施機関に対して処理結果の通知状況を復命した「公安委員会

に対する苦情について（令和４年７月２０日付け。以下「本件文書１０」という。）」 

ア 「申出者」欄の「住所」、「氏名」及び「電話番号」（１号） 

イ 「件名」欄の１行目（１号） 

ウ 「件名」欄の２行目（４号） 

エ 「指示伺い」欄（１号及び４号） 

オ 「指示等」欄の１行目から５行目まで（４号） 

(11) 「処理結果通知書」の郵送先に関して本件申出者に電話確認した概要を記載した

「電話受発信紙（令和４年７月２０日付け。以下「本件文書１１」という。）」 

ア 「発信者」欄（１号） 

イ 「件名」欄（１号及び４号） 

ウ 受発信の内容（１号及び４号） 

 

２ 本件文書を特定した理由 

(1) 実施機関における苦情処理手続について 

ア 本件公開請求は、実施機関に対する苦情の申出（警察法（昭和２９年法律第１

６２号。以下「法」という。）第７９条第１項）に係る文書を対象としてなされ

たものであるところ、実施機関における苦情事案の具体的な処理手続は、法及び

苦情の申出の手続に関する規則（平成１３年国家公安委員会規則第１１号）のほ

か、徳島県公安委員会に対する苦情申出事案取扱規則（平成１３年徳島県公安委

員会規則第１０号。以下「取扱規則」という。）等に基づいて行っており、その

概要は次の(ア)乃至(オ)のとおりである。 
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(ア) 実施機関宛てに提出された苦情申出書を、事務局が整理し、実施機関に受理

の報告を行う。 

(イ) 苦情を受理した実施機関は、本部長に対し、事実関係の調査及びその結果を

踏まえた措置について報告を求める。 

(ウ) 実施機関から指示を受けた本部長は、苦情の原因たる職務執行をしたとされ

る職員の所属（以下「苦情対象所属」という。）に対し、事実関係の調査及び

その結果を踏まえた措置を講じさせ、報告を求める。 

(エ) 苦情対象所属は、調査結果及び講じた措置について、監察課長を経由して本

部長に報告し、本部長はこれを事務局を通して実施機関に報告する。 

(オ) 報告を受けた実施機関は、調査結果等を基に、申出のあった苦情に係る事実

関係の有無や対象となった職務執行における問題点の有無、講じた措置等につ

いて、当該苦情の申出者に文書（処理結果通知書）で通知する。 

イ なお、本制度の下で実施機関が取り扱う「苦情」とは、職員の職務執行におけ

る違法若しくは不当な行為又は不作為により、不利益を受け、若しくは不利益を

受けるおそれがあるとして是正を求める個別具体的な不服及び職員の不適切な

執務の態様に対する個別具体的な不平不満をいう（取扱規則第２条）。 

(2) 苦情の処理に係る行政文書 

(1)の処理過程において、実施機関は、苦情を申し出る旨の書面、本部長に調査指

示をするための指示文書、調査結果報告書及び処理結果通知書のほか、処理方針等

についての指示伺いなどの行政文書を適宜作成し、又は取得している。加えて、苦

情の受理やその経過については、事務局の担当者がシステムに入力してその電磁的

記録を管理しており、これを出力・印字したものが苦情受理票である。 

本件公開請求にいう「徳公委第３１２号」とは処理結果通知書（令和４年７月７

日付け徳公委第３１２号。以下「本件通知書」という。）のことであり、本件公開

請求は本件苦情に係る文書を対象としてなされたものであると認められたため、実

施機関は、本件苦情の処理に関して作成し、又は取得した関係書類を本件公開請求

に係る公文書として特定したものである。 

なお、本件文書には、決裁前の案と決裁後の正本とが含まれること、並びに本件

文書１及び本件文書２は他の本件文書にも添付活用されていることを申し添える。 

 

３ 本件文書の非公開情報について 

(1) 本件文書１の非公開情報について 

ア 「申出者」欄の「ふりがな・氏名」欄、「生年月日」欄、「性別」欄、「住所」

欄、「職業」欄、「勤務先」欄及び「携帯電話」欄（１号） 

当該欄には本件申出者の氏名等の情報が記載されているところ、当該情報が、

本件申出者個人に関する情報であって、１号本文にいう「当該情報に含まれる氏

名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（以

下「個人識別情報①」という。）」に該当することは明らかである。 
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イ 「申出事項」欄のうちの「件名」欄並びに「内容」欄の「いつ」欄及び「どこ

で」欄（１号） 

当該欄には、本件申出者が目撃したという本件苦情の原因たる職務執行（以下

「本件職務執行」という。）に係る情報が、端的ながらも個別具体的に記載され

ているところ、当該情報は、本件申出者個人の体験に基づく情報であって、１号

本文にいう「他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別する

ことができることとなるもの（以下「個人識別情報②」という。）」に該当する。 

また、「件名」欄の情報は、本件申出者が目撃したという事実に関する情報に

加えて、当該事実に対する本件申出者の考察・評価の情報も混在しているところ、

後者は本件申出者個人の内心に由来する情報であり、個人の人格と密接に関連す

る情報として、１号本文にいう「特定の個人を識別することはできないが、公に

することにより、なお個人の権利利益を害するおそれのあるもの（以下「権利侵

害情報」という。）」に該当する。 

ウ 「申出事項」欄のうちの「内容」欄の「概要」欄（１号及び４号） 

(ア) 当該欄には、本件申出者が目撃したという本件職務執行の内容が、イより詳

しく記載されており、当該情報は、本件申出者の体験に基づく情報として個人

識別情報②に該当する。 

また、いつどのようにして本件苦情が申し出られたのかなどについても個別

具体的に記載されているところ、実施機関に申し出られる苦情の件数が限定的

であることに鑑みれば、日付や提出物の内容等の情報から特定の個人を容易に

識別しうるから、当該情報も個人識別情報②に該当すると解される。 

(イ) さらに、当該欄の情報は、４号にも該当する。 

すなわち、警察は、公共の安全と秩序の維持を図るという責務（法第２条参

照）を達成するため捜査等の活動を行っているところ、当該活動は、少なから

ず組織性、継続性、密行性を伴うものであり、これらが保たれることが警察業

務の目的を達成する上で必要不可欠であると解され、例えば、警察車両に関す

る情報が広く公にされれば、当該車両を使用した内偵捜査が困難になる等の弊

害が生じることとなる。 

本件職務執行に関する情報は、すなわち警察の業務に関する情報であるか

ら、これを公にすることは相当でなく、当該情報は、４号にいう「（公にする

ことにより）当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるもの（以下「事務事業情報」という。）」に該当する。 

付言すれば、警察が行う活動の対象には反社会的傾向が強い個人や団体が不

可避的に含まれ、一部の反社会的勢力にあっては、警察官に関する家族構成を

含めた情報のデータベース化を図る等、広く情報収集活動に及んでいるとされ

ている。そうすると、このような個人又は団体その他警察活動を不当に妨げる

意図を持った者等が、警察が保有している施設、車両、装備品、職員の人員、

氏名等の組織体制のほか、捜査方針や取調べの手法等、捜査活動の全般にわた
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って関心を寄せ、これを収集しようとする蓋然性を軽視することはできない。 

また、このような者らにとっては、既に収集してある他の情報と比較対照し、

あるいは同種情報の継続的収集を行うことによって、一般人にとっては些細と

思われる情報をも、有機的な情報に転化させることが可能であると解されるか

ら、警察業務に関する情報は、断片的なものに過ぎないものであっても、これ

を明らかにすることによって、他の情報と相まって、警察の業務に支障を生ず

る蓋然性があるというべきである。 

(ウ) 一方で、当該欄に記載される情報は、「申出事項」という欄の名称が示すと

おり、基本的には苦情申出者から提供された情報を拠り所としており、必ずし

も客観的事実の正確性が担保されたものではなく、虚実が入り交じった情報も

存在しうる。それにもかかわらず当該情報が公にされ、あたかもその情報の全

てが真実であるかのように一人歩きすれば、無用な混乱やトラブルを招き、警

察業務の円滑な遂行に支障をきたすこととなる。 

このような観点からも、当該情報は事務事業情報に該当すると解される。 

エ 「対応内容」欄（１号及び４号） 

(ア) 当該欄には、事務局の担当者が、本件申出者から事案の詳細やこれに対する

本件申出者の見解・意向等を聞き取るなどして補足・整理した情報及びこれを

前提とした今後の対応方針等が記載されている。 

(イ) これらの情報のうち、本件申出者が目撃したという本件職務執行の内容や、

目撃した時の周囲の状況等について記載された部分は、本件申出者の体験に基

づく情報として個人識別情報②に該当する。 

また、見解・意向には、本件申出者個人の内心に由来する情報や、同人の利

害に関わる情報が表れているから、これらの情報は権利侵害情報に該当する。 

(ウ) さらに、当該欄が公にされるとなると、後の苦情申出事案において、申出者

が当方からの聞き取り等に率直に応答することを躊躇することとなり、その結

果、苦情申出に係る事務を処理するに当たって必要な情報が十分に得られず、

事務の適正かつ円滑な遂行に支障をきたすおそれがある。 

したがって、当該欄の情報は、事務事業情報にも該当する。 

オ 「処理」欄の「内容」欄（１号及び４号） 

(ア) 当該欄には、受理した苦情に係る一連の事務処理が完了した後、その結果が

追加入力されるところ、実施機関に対する苦情の処理結果については、文書に

より苦情申出者に通知されるべき旨が定められているため（法第７９条第３

項）、結果的に、当該通知と同趣旨の情報が記載されることとなる。 

そうすると、当該欄の情報を明らかにすることは、苦情申出者たる特定個人

に宛てて通知された情報を公にするに等しく、当該情報は個人識別情報②又は

権利侵害情報に該当するため、公開には適さない。 

(イ) また、苦情申出の内容は多種多様にわたるため、別の事案と比較検討するこ

とは本来的に困難であるところ、当該欄の情報が公開対象になると、過去及び
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将来における各種苦情事案に関し、別の事案との対応の差異や処理方針の相違

について無用の紛議が生じるなどして、苦情処理に係る業務に支障が生じるお

それがある。 

したがって、当該欄の情報は、事務事業情報にも該当する。 

(2) 本件文書２の非公開情報について 

ア 発出者に係る事項（１号及び２号） 

(ア) 本件文書２の発出者すなわち本件申出者の氏名等の情報は、個人識別情報①

に該当する。 

(イ) また、本件文書２には、本件申出者の氏名と組み合わせるように並べて、同

人の職に関する情報が記載されている。 

この点、実施機関に苦情申出をしたことが、申出者が勤務する法人その他の

団体又は申出者が営む事業と関連付けられるなどして、当該法人等に対する社

会的評価やその運営等に不当に影響を及ぼすようなことがあってはならず、ま

た、苦情申出を希望する者が、そのような影響があることを懸念して申出を断

念するようなこともあってはならないところ、２号は、「法人その他の団体に

関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にするこ

とにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがあるもの（以下「法人等に関する情報」という。）」を非公開

情報として定めており、ここにいう「権利」とは、財産的権利だけでなく、信

教の自由などの憲法上の権利のほか、法律上保護される権利を指し、「その他

正当な利益」とは、名誉や信用などのほか、法人又は個人の事業運営上法的保

護に値する利益を広く含むものと解されている。 

そうすると、当該箇所に氏名と組み合わせるようにして記載された本件申出

者の職に関する情報は、法人等に関する情報に該当するものとして、これを非

公開にすべきである。 

イ 発出者の印影（２号） 

本件文書２には、本件申出者の氏名とともに同人の職が刻まれた印が押されて

おり、その印影は、アと同様に法人等に関する情報に該当する。 

ウ 申出の内容（１号及び４号） 

(ア) ここには本件申出者が目撃したという本件職務執行の内容や、これに対する

同人の意見・要望等が個別具体的かつ詳細に記載されているほか、本件申出者

が協力者から情報提供を受けた旨なども記載されている。 

(イ) 本件申出者が目撃した事実に関する情報及び協力者等から情報を得た旨の情

報は、同人の体験に基づく情報として個人識別情報②に該当し、また、意見・

要望に関する部分は本件申出者個人の人格と密接に関連する情報として権利侵

害情報に該当する。 

(ウ) また、前述のとおり警察業務に関する情報は、たとえ断片的なものであって

も、これが明らかにされると他の情報と相まって警察の業務に支障を生ずる蓋
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然性があり、さらに、苦情申出者の申出内容は必ずしも客観的事実の正確性が

担保されたものではなく、これが公になれば無用な混乱やトラブルを招き、警

察業務の円滑な遂行に支障をきたすおそれがあるから、当該欄に記載された警

察業務に係る情報は、事務事業情報に該当する。 

エ 添付資料（１号） 

当該資料は、本件申出者が本件文書２とともに実施機関に提出した記録媒体で

あり（以下「本件資料」という。）、本件申出者において撮影されたという動画

のデータが保存されているところ、映像は、１号本文にいう「その他の記述等」

に含まれるものである。 

そして、本件資料に記録された動画には、職員でも本件申出者でもない第三者

の姿が映し出されているから、当該第三者の個人識別情報①又は②に該当する。 

また、当該動画は、撮影者たる本件申出者の行動の記録でもあるから、本件申

出者に係る個人識別情報②にも該当する。 

(3) 本件文書３の非公開情報について 

本件文書３は、事務局の担当者が、公安委員に対して本件苦情の概要等について

報告し、また、今後の手続や処理方針等について指示伺いをするため、所定の様式

を用いて作成したものであり、次のとおり、１号本文又は４号に該当する情報が含

まれている。 

ア 「申出者」欄の「住所」、「氏名」及び「電話番号」（１号） 

当該欄には本件申出者の氏名等が記載されており、当該情報は個人識別情報①

に該当する。 

イ 「件名」欄（１号） 

当該欄には、申し出られた苦情の内容が端的に記載されているところ、当該情

報は、本件申出者の体験に基づく情報としての個人識別情報②と、当該体験事項

に対する本件申出者の見解すなわち内心に由来する情報としての権利侵害情報

が混在した情報であるというべきである。 

ウ 「指示伺い」欄の２行目から６行目までの一部及び７行目から１５行目まで（１

号及び４号） 

(ア) 当該欄には、本件苦情を受けた経緯や、本件申出者の申出内容をもとにして

事務局の担当者が事案の論点を整理し明確化した情報が記載されているとこ

ろ、これらの情報は、(1)ウ等と同様に、個人識別情報②又は権利侵害情報に該

当する。 

(イ) また、これらの情報は、実施機関が今後の処理方針等を決定するに当たり必

要な要点として記載された情報であるところ、事実の真偽等を調査する前の時

点での、実施機関内部における検討段階の情報が公にされれば、無用の混乱や

トラブルを招くおそれがあり、それにもかかわらず当該欄の情報が公開される

となれば、今後、事務局の担当者が同種の文書を作成するにあたり、トラブル

等を防止するため、具体的な記載をすることを躊躇し、記載内容を抽象化・簡



- 11 - 

略化することにつながりかねない。しかしながら、そのような事態になれば、

苦情処理を的確かつ円滑に行うことが困難となり、当該事務の遂行に支障をき

たすこととなる。 

したがって、当該欄の情報は、事務事業情報に該当する。 

(4) 本件文書４の非公開情報について 

本件文書４は、本件苦情を処理するに当たり、実施機関から本部長に対して事実

関係の調査等を指示するため立案した文書であり、次のとおり、１号本文に該当す

る情報が含まれている。 

ア 申出者に関する情報（１号） 

事務の都合上、本件文書４の左上部に本件申出者の氏名がメモ書きされてお

り、当該情報は個人識別情報①に該当する（なお、当該メモ書きのうち日付に係

る記述について補足すると、「５月１３日付けで苦情受理をした」ではなく、「５

月１３日付けで立案した苦情受理に係る文書」という趣旨で記載されたものであ

る。）。 

イ 「１ 苦情申出者」の「住所」及び「氏名」（１号） 

本件申出者の住所及び氏名が記載されており、当該情報は個人識別情報①に該

当する。 

ウ 「２ 苦情件名」（１号） 

本件申出者から申し出られた苦情の内容が端的に記載されているところ、当該

情報は、(3)イ等と同様に、本件申出者の体験に基づく情報としての個人識別情報

②と、当該体験事項に対する本件申出者の見解すなわち内心に由来する情報とし

ての権利侵害情報が混在した情報である。 

(5) 本件文書５の非公開情報について 

本件文書５は、実施機関が、本件文書４の決裁を経て発出した指示文書の控えで

あるところ、マスキングされた部分に記載された情報は、本件文書４における該当

箇所と同一のものであるため、(4)イ及びウと同様に、それぞれ個人識別情報又は権

利侵害情報に該当する。 

なお、本件文書５には、参考資料として本件文書１（ただし決裁欄のないもの）

及び本件文書２の写しがそれぞれ添付されているところ、当該各文書における非公

開情報及びこれに該当すると判断した理由は、(1)及び(2)に述べたとおりである。 

(6) 本件文書６の非公開情報について 

本件文書６は、事務局の担当者が公安委員に対し、本件苦情に係る調査結果等に

ついての本部長からの報告内容について報告し、また、今後の対応方針について指

示伺いをするため、本件文書３と同じ様式を用いて作成したものであり、次のとお

り、１号本文又は４号に該当する情報が含まれている。 

ア 「申出者」欄の「住所」、「氏名」及び「電話番号」（１号） 

本件文書３と同様に、本件申出者の氏名等が記載されており、当該情報は個人

識別情報①に該当する。 
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イ 「件名」欄の一部（１号） 

本件文書３と同様に、申し出られた苦情の内容が端的に記載されており、当該

情報は個人識別情報②又は権利侵害情報に該当すると解される。 

ウ 「指示伺い」欄の４行目から８行目まで及び１０行目から２１行目まで（１号

及び４号） 

(ア) 当該欄には、本件苦情に係る調査結果（以下「本件調査結果」という。）の

要点や、本件調査結果を踏まえて講じられた措置（以下「本件措置」という。）

の概要等が記載されている。 

この点、本件調査結果は、地方公務員たる本件職務執行をしたとされる職員

（以下「本件職員」という。）がどのような職務執行をしたのかを示すもので

あるから、その情報は、１号ただし書ハにいう「当該個人が公務員等である場

合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるとき（以下「公務員

職務遂行情報」という。）」に該当するものとして、公開の対象になることが

考えられる。 

しかしながら、公務員等の情報であっても、住所、電話番号、健康状態など

の当該公務員個人の属性に関する情報や、勤務成績、処分歴などの身分取扱い

に係る情報は、公開の対象たる情報には当たらないと解されているところ、本

件苦情にあっては、本件申出者の意向として、本件職員に対する刑事上の責任

等が問われており、本件調査結果及び本件措置の内容は、本件職員の身分取扱

いに関わる情報としての側面を持つことになるため、当該情報は公開の対象に

はならないと解すべきである。 

(イ) また、本件職務執行に関する情報は、すなわち警察の業務に係る情報であり、

これが事務事業情報に当たり、公開に適さないことは既に述べたとおりである。 

エ 「指示等」欄の３行目から６行目まで（４号） 

当該欄には、本件調査結果等に係る報告及び指示伺いについて、実施機関が決

裁した旨及びその際に公安委員が行った指示内容の要点が記録されている。 

当該情報は、条例第８条第３号に掲げる行政機関等の相互間の審議、検討又は

協議に関する情報ではないものの、実施機関内部における本件苦情の処理経過に

係る情報の一部であり、これが公開されるとなれば、公安委員が指示や改善勧告

に係る率直な発言をすることを躊躇し、又はこれらの事項について具体性をもっ

た記述をすることを避け、その結果、公安委員が意図した指示内容を正しく反映

させることが困難となる、あるいは当該事案の処理に係る後日の検証が不十分な

ものとなるなど、苦情申出の処理に係る事務に支障を来すおそれがある。 

したがって、当該情報は、事務事業情報に該当する。 

(7) 本件文書７の非公開情報について 

本件文書７は、本件苦情に係る実施機関からの調査指示を受けた本部長が、その

復命として行った本件調査結果等に係る報告書であり、次のとおり、１号本文又は

４号に該当する非公開情報が含まれている。 
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ア 「１ 苦情申出者」の「住所」及び「氏名」（１号） 

本件申出者の氏名等が記載されており、当該情報は個人識別情報①に該当す

る。 

イ 「２ 苦情件名」（１号） 

本件申出者から申し出られた苦情の内容が端的に記載されており、当該情報は

本件文書３等における「件名」の情報と同様に、個人識別情報②又は権利侵害情

報に該当する。 

ウ 「３ 調査結果等」の「(1)」の一部（１号及び４号） 

(ア) 当該項目のマスキングされた箇所には、本件職員及び本件職務執行に係る事

情を知る者とされたその他の職員に関して、その所属、氏名、年齢等が記載さ

れているところ、当該情報は、公務員職務遂行情報として公開の対象になるこ

とが考えられる。 

(イ) しかしながら、前述のとおり、公務員個人の属性に関する情報については、

公務員職務遂行情報としての公開対象にはならないと解されるから、少なくと

も職員の年齢は、個人識別情報①として１号本文の非公開情報にあたる。 

(ウ) また、(1)ウ(イ)等でも述べたとおり、職員の人員、氏名等の組織体制に関す

る情報や、職務執行において各職員が果たす役割等は、警察活動を妨害しよう

とする者等を利する情報であり、事務事業情報に該当する。 

例えば、職員の氏名や、その所属すなわち当該職員が担当する部門（窃盗犯

罪や薬物犯罪の捜査などを担う刑事部門なのか、売春組織や不法投棄事犯の取

締り等にあたる生活安全部門なのか、交通取締り等にあたる交通部門なのか

等々）が明らかとなれば、当該部門が利用している車両や施設等に関する情報

の特定も容易になり、当該部門に対応した違法行為を企て、あるいはこれを敢

行した者らが、特に警戒すべき職員・車両等に係る情報を得られるようになる。

そうすると、公共の安全と秩序の維持に係る各種警察活動が一層阻害されやす

くなり、警察の業務遂行に支障を及ぼすこととなる。 

また、本件文書７は苦情事案に係る報告書であり、そこには本件職員のほか

本件職務執行に関して事情を知っていると目された関係職員の氏名も記載さ

れているところ、その氏名が明らかになれば、あたかもこれら職員が非違行為

をしたかのような誤解を受け、不当に糾弾されるなどして、日々の業務に支障

を及ぼすこととなるおそれがある。とりわけ警察官は、その職務の性質上、犯

罪を企図し、あるいは敢行した個人や団体等からの反発、反感を招きやすいか

ら、なおさらこれらの支障が生じる蓋然性が高い。 

したがって、本件文書７に記載された職員の氏名や所属に関する詳細な情報

は、職員の階級にかかわらず、事務事業情報としてこれを非公開とすべきであ

る。 

エ 「３ 調査結果等」の「(2)」（４号） 

当該項目には、本件職務執行と密接に関連する情報が記載されているところ、
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(1)ウ等で述べたのと同様の理由から、事務事業情報に該当すると判断した。 

オ 「３ 調査結果等」の「(3) ○○警察署の調査結果」及び「(4)」の見出し符号

を除く部分（１号及び４号） 

(ア) 「(3) ○○警察署の調査結果」には、職員からの聴取内容等、○○警察署の

調査によって得られた本件職務執行に関する情報が記載されているところ、そ

こには本件職員が本件職務執行に従事する原因となった事件・事故に係る前後

の事情も記載されており、当該事件・事故の関係者、すなわち、職員でも本件

申出者でもない第三者の情報が含まれている。当該第三者に係る情報は、個人

識別情報又は事件・事故の関係者という個人の人格と密接に関連する情報とし

て権利侵害情報に該当する。 

(イ) また、調査経過の全容が広く公にされるとなれば、調査の対象となった職員

らが、事実をありのままに説明することを躊躇するおそれがある上、事案によ

っては調査に第三者の協力を得る必要もあるところ、これが得にくくなるとい

う事態も容易に予想され、その結果、調査が形骸化し、事実の解明が困難にな

るおそれがある。 

また、本件苦情の申出内容にあっては、本件職員の刑事上の責任等を問う部

分が含まれているため、当該調査における検討の手法には、一般的な犯罪捜査

等に係る検討と同様に、根拠規定や証拠の有無等を精査する方法がとられてお

り、この内容が明らかとなれば、警察における捜査手法の一端や立件の基準等

が明らかとなるに等しく、将来における警察活動の遂行に支障を及ぼすおそれ

がある。 

したがって、当該項目に記載されている情報は、全体として事務事業情報に

該当する。 

カ 「４ 結論」（１号及び４号） 

(ア) 当該項目には、所要の調査を実施し検討した結果、本件職務執行の適否につ

いて本部長がどのように判断し結論づけたか及び当該結論に基づき講じた本件

措置について記載されている。 

この点、(6)ウで述べたとおり、本件調査結果及び本件措置の内容は、職員の

身分取扱いに係る情報としての側面を有するから、公務員職務遂行情報として

の公開対象情報にはならず、個人識別情報又は権利侵害情報として、１号本文

の非公開情報の対象になりうるものと解される。 

(イ) また、本件文書７に記載された職員の氏名等の情報が、事務事業情報に該当

しうることは前述のとおりである。 

さらに、徳島県警察における職員の非違行為等の公表については、警察庁が

定めた指針（「懲戒処分発表の指針」の改正について（平成３１年３月２９日

付警察庁丙人発第９２号）等。以下「指針」という。）に準じて実施されてい

ると認識しているところ、本件職務執行について、指針における公表基準に該

当する事実は存在しなかった。 
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そうすると、本件措置に係る情報が公にされれば、指針が示す基準との均衡

が図れず、この種の情報の取扱いについて混乱が生じることとなる。このよう

な観点からも、当該情報は事務事業情報に該当するというべきである。 

(8) 本件文書８の非公開情報について 

本件文書８は、実施機関から本件申出者に対して本件苦情の処理結果を通知する

本件通知書の案文であり、次のとおり、１号本文又は４号に該当する情報が含まれ

ている。 

ア 宛名に係る事項（１号） 

本件申出者の住所及び氏名が記載されており、当該情報は個人識別情報①に該

当する。 

イ 「申出に係る事実関係」欄、「公安委員会の判断」欄及び「申出に対する措置」

欄（１号及び４号） 

(ア) 本件通知書は、特定個人である本件申出者に宛てて送付されるものであっ

て、その情報は全体として個人識別情報②にあたるほか、申し出た苦情の内容

すなわち本件申出者の意見の表明等の内心に由来する情報等が含まれるため、

権利侵害情報にも該当する。 

(イ) また、本件文書８が広く公にされると、明らかになった一部分のみをとらえ

て、比較検討の困難な、過去又は将来における個別案件との差異や処分の軽重

などを主張する者が現れかねず、そのような者への対応等によって業務に支障

が生じるおそれがあるため、事務事業情報にも該当しうると判断したものであ

る。 

(9) 本件文書９の非公開情報について 

本件文書９は、本件文書８の決裁を経て実施機関が本件申出者に宛てて発送した

本件通知書の控えであり、マスキングされた箇所の情報は、本件文書８と同様に、

１号本文又は４号に該当する。 

(10) 本件文書１０の非公開情報について 

本件文書１０は、事務局の担当者が、本件苦情の処理に伴う補足事項について実

施機関に報告するため、本件文書３及び６と同じ様式を用いて作成した文書であ

る。 

ア 「申出者」欄の「住所」、「氏名」及び「電話番号」（１号） 

本件申出者の氏名等が記載されており、当該情報は個人識別情報①に該当す

る。 

イ 「件名」欄の１行目（１号） 

本件文書３と同様に、申し出られた苦情の内容が端的に記載されており、当該

情報は個人識別情報②又は権利侵害情報に該当する。 

ウ 「件名」欄の２行目（４号） 

当該欄には、次項エの「指示伺い」欄に記載された内容に付随する情報が記載

されているため、これと一体になる情報として４号に該当すると認めたものであ
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る。 

エ 「指示伺い」欄（１号及び４号） 

(ア) 当該欄には、本件苦情の処理に伴う補足説明が記載されており、本件申出者

の個人識別情報①及び権利侵害情報に当たる情報が含まれている。 

(イ) また、当該情報が公開されるとなると、今後、苦情申出者等が萎縮して必要

な情報を当方に伝えず、その結果、適切な事務処理が遂行できなくなるおそれ

がある。 

したがって、当該情報は事務事業情報にも該当する。 

オ 「指示等」欄の１行目から５行目まで（４号） 

当該欄には、本件苦情の処理に伴う事務のため、事務局の担当者が行った電話

連絡に関する情報が記載されており、当該情報は通信の秘密（憲法第２１条第２

項後段）の保障範囲に含まれるものと解する余地がある。 

そうすると、当該情報の公開には慎重にならざるを得ず、これを事務事業情報

と判断したものである。 

(11) 本件文書１１の非公開情報について 

本件文書１１は、事務局の担当者が電話連絡した際のやりとりの概要を記録した

ものである。 

ア 「発信者」欄（１号） 

当該電話の発信者の氏名及び電話番号が記載されており、当該情報は個人識別

情報①に該当する。 

イ 「件名」欄及び受発信の内容（１号及び４号） 

(ア) 当該欄には、事務局の担当者と発信者とのやりとりの概要が記載されてお

り、当該情報は通信の秘密に関わるプライバシー性の高い情報であるから、個

人識別情報又は権利侵害情報に該当する。 

(イ) また、この種の情報が公にされるとなると、当事者が自由な発言をすること

を躊躇し、互いに必要な情報が得られなくなる結果、苦情申出の事務が適切に

遂行できなくなるため、当該情報は事務事業情報に該当する。 

 

４ 審査請求人の主張とこれに対する実施機関の意見 

(1) 審査請求人の主張の要旨 

ア 第一に、公務員等の職務遂行に係る当該公務員等の職・氏名・職務遂行の内容

については、原則としてプライバシーが問題になる余地はなく「個人に関する情

報」には当たらない。 

また、公務員等職務遂行情報に関して、施行規則第３条に定める職以外の警察

官の氏名は公開されるべきである。 

イ 第二に、４号柱書にいう「適正」の該当性を判断するにあたっては、公開によ

る支障だけでなく、公開されることにより得られる利益や必要性も考慮されなけ

ればならないところ、本件文書の公開は、適正・公平・平等な警察行政（実施機
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関の活動を含む。以下同じ。）を検証・実現する上で欠かせない情報であるから、

公開による利益及び必要性は大きい。 

また、本件文書を公開しても実施機関に支障は生じず、支障が生じるおそれも

存在しない。 

ウ 第三に、本件職務執行は、刑罰法規に抵触する可能性のある行為であるため、

情報を公開する必要性が高い。 

(2) 審査請求人の主張に対する実施機関の意見 

ア 第一の主張について、公務員の氏名等が「個人に関する情報」に該当しないの

であれば、条例が１号ただし書ハの規定を設ける必要はなかったはずであり、こ

れらも「個人に関する情報」であるとの前提に立っているからこそ、その例外的

な取扱いに係る規定として１号ただし書ハが定められたものと解される。 

したがって、公務員職務遂行情報について「プライバシーが問題になる余地は

ない」とする審査請求人の主張は妥当でない。審査請求人が摘示する仙台地判平

成８年７月２９日判時１５７５号３１頁等は、１号ただし書ハのような公務員職

務遂行情報に関する規定を設けていない情報公開条例に係る裁判例であり、当県

における情報公開制度は当該裁判例の判旨の射程外というべきである。 

また、本件職務執行に係る職員の氏名にあっては、その階級にかかわらず、事

務事業情報に当たるものとして非公開にすべきことは前述のとおりである。 

イ 第二の主張について、実施機関は、本件文書における個々の情報について、関

係規定適用の必要性や個別具体的な支障の有無について検討した上で本件処分

を行っており、本件文書における各情報の４号の該当性については、２において

述べたとおりである。 

また、審査請求人は、本件文書が公開されても実施機関に実質的な支障は生じ

ない旨主張するが、公安委員会は警察行政を管理する立場にあるから、実施機関

における事務に留まらず、警察行政への影響や支障の有無をも勘案して公開の是

非を判断すべきと解される。 

さらに、公安委員会とは、警察の民主的運営と政治的中立性の確保を図るため

に設けられたものであり、実施機関は、徳島県警察を管理するとともに、県民の

良識を代表して県警察の業務に県民の考えを反映させるという役割を担ってい

る。苦情申出についても、このような立場にある実施機関において、各種法令の

規定に則って誠実かつ適切に処理を図っているのであり、これを超えて、広く一

般に対し、職員の職務執行に係る苦情の詳細を殊更に知らしめる公益上の必要性

は認められない。 

ウ 第三の主張について、前述のとおり、職員の非違行為に関する公表については、

警察庁が全国警察に示した指針を参考に、徳島県警察において適切に実施されて

いるものと認識している。 

また、法が苦情の処理結果を通知すべき相手として定めているのは当該苦情の

申出者であり、当該苦情の処理に係る情報を公にすることは、苦情申出制度の予
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定するところではないというべきである。 

 

５ 結論 

以上のとおり、実施機関は、条例等の規定に従い適切に本件処分を行ったものであ

り、本件処分に違法又は不当な点はない。 

 

第６ 審査会の処理経過 

本件事案に係る当審査会の処理経過は、次のとおりである。 

年月日 内 容 

令和５年５月２６日 諮問 

令和６年５月２８日 
第１部会（第１１回） 

審議 

同年  ６月２５日 
第１部会（第１２回） 

審議 

 

第７ 審査会の判断 

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。 

１ 本件事案の審査対象について 

本件審査請求は、実施機関に対する特定の苦情申出について、実施機関及び徳島県

警察本部が対応したことにより作成した公文書の公開を求めるものである。実施機関

は、本件請求に係る公文書として、本件文書１から本件文書１１までの公文書を特定

し、条例第８条第１号、第２号又は第４号に該当する情報が含まれているとして、一

部の情報を非公開とし、その他の情報については公開する公文書部分公開決定処分を

行った。 

実施機関の公文書の特定については、審査請求人は特に主張しておらず、争いはな

いことが認められ、また、請求内容及び決定通知書の件名の記載からも、公文書の特

定に不合理な点は認められない。 

一方、本件請求に係る公文書のうち、公務員の職、氏名及び職務遂行の内容に係る

部分で条例第８条第１号又は第４号に該当するとして実施機関が非公開としたものに

ついては、審査請求人は公開を求めており、争いがあると認められることから、当該

非公開としたことにつき争いがある部分について、同条第１号又は第４号に該当する

かを以下検討する。 

 

２ 条例の規定について 

条例は、県政の諸活動を県民に説明する県の責務が全うされるよう、公文書の公開

を請求する権利を規定し、その解釈・運用に当たっては、公文書の公開を請求する権
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利を十分に尊重しなければならないとしている（第３条）。もっとも、この公文書公

開請求権は絶対無制限なものではなく、公開すれば個人、法人等の権利利益を侵害し

たり、公共の利益を損なったりする場合など、公開しないことに合理的な理由のある

情報を例外的に非公開情報として条例第８条各号に定めている。したがって、審査に

当たっては、原則公開の理念に照らし、公開文書の情報が非公開情報に該当するかど

うかを、条例第８条各号の文理及び趣旨に従って判断するとともに、本件事案の内容

に即し、個別具体的に判断する必要がある。 

本件事案で問題となる条例第８条第１号及び第４号の該当性については、以下の基

準により判断することとする。 

(1) 条例第８条第１号について 

条例第８条第１号は、「個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報

と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなる

ものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、

なお、個人の権利利益を害するおそれがあるもの。」を非公開情報とし、個人の権

利利益を保護する観点から、個人に関する情報を非公開とする旨を規定している。 

ア 特定の個人を識別することができる情報（イを除く。） 

個人の氏名、生年月日及び住所等の、それだけで特定の個人を識別することが

できる情報をいう。 

イ 他の情報と照合することにより特定の個人を識別することができる情報 

ア以外の記述等であっても、単独では必ずしも特定の個人が識別されるとはい

えないが、他の情報と照合することにより特定の個人が識別され得ることとなる

場合には、当該記述等は特定の個人を識別することができる情報に該当する。 

ウ 条例第８条第１号の個人情報から除かれるもの（同号ただし書） 

(ア) 法令若しくは他の条例の規定により又は慣行として公にされ、又は公にする

ことが予定されている情報（条例第８条第１号イ） 

「慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている」とは、公にす

ることが慣習として行われていることを意味し、例えば、公表しても社会通念

上個人の権利利益を侵害するおそれのない情報として、従来から公表している

ものが該当する。 

(イ) 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要である

と認められる情報（条例第８条第１号ロ） 

この規定は、個人情報に該当していても、人の生命、健康等の保護の必要性

から当該情報を公開する必要性のある場合について定めたものである。公開す

ることの利益とそれによって害される個人の権利利益との比較衡量に当たっ

ては、個人の権利利益にも様々なものがあり、また人の生命、健康等の保護の

必要性の程度にも差があることから、個別の事案に応じた慎重な検討が必要で

ある。 
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(ウ) 公務員の職務の遂行に関する情報（条例第８条第１号ハ） 

条例第８条第１号ハでは、個人に関する情報であって、当該情報に含まれる

氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの

であっても、当該個人が公務員等である場合において、当該情報がその職務の

遂行に係る情報（以下「職務遂行情報」という。）であるときは、当該情報の

うち、当該公務員等の職、氏名及び当該職務遂行の内容に係る部分は、当該公

務員の個人に関する情報であっても例外的に公開すべきものとされている。 

職務遂行情報とは、公務員等がその担当する職務を遂行する場合における当

該情報をいうものであり、行政処分その他の公権力の行使に係る情報のほか、

会議の出席等職務に関する事実行為に係るものも含まれる。 

もっとも、公務員等の情報であっても、公務員等の住所、電話番号、健康状

態などの個人の属性に関する情報や勤務成績、処分歴などの身分取扱いに係る

情報は含まれないものとされている。 

また、氏名に係る部分を公にすることにより当該公務員等の権利利益を不当

に害するおそれがある場合又は公安委員会規則で定める職（警部補以下の階級

にある警察官をもって充てる職及びこれに相当する警察官以外の警察職員を

もって充てる職（徳島県情報公開条例の施行に関する規則第３条））の職員で

ある場合には、氏名は職務遂行情報から除くこととされている。 

(2) 条例第８条第４号について 

条例第８条第４号は、県の機関、国の機関、独立行政法人等、他の地方公共団体

の機関、地方独立行政法人及び公社が行う事務又は事業に関する情報であって、公

にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるものは非公開とすることができる旨を規定している。 

上記の「当該事務又は事業の性質上」とは、当該事務又は事業の目的、その目的

達成のための手法等に照らして、その遂行に支障を及ぼすおそれがあるかどうかを

判断する趣旨であり、また、「当該事務又は事業」には同種の事務又は事業が反復

される場合の将来の事務又は事業も含まれる。事務又は事業において適正な遂行に

支障を及ぼすおそれの有無については、当該事務又は事業の性質に照らして客観的

に判断することが必要であり、「支障」の程度は名目的なものでは足りず実質的な

ものが要求され、「おそれ」の程度も単なる抽象的な可能性では足りず、法的保護

に値する蓋然性が要求される。 

 

３ 非公開の判断について 

(1) 本件文書６の「指示伺い」欄の４行目から８行目までについて 

ここには、本件職務執行の原因となった事件・事故に関する情報及びそれに伴う

本件職務執行の内容が記載されている。当該情報は捜査情報や警察の捜査体制に関

する情報である。 

これらの情報の条例第８条第４号該当性の判断については、実施機関は弁明書に



- 21 - 

おいて、警察が行う事務又は事業について特別な配慮が必要である旨主張してい

る。 

すなわち、警察の行う事務に関しては、犯罪の巧妙化、複雑化に伴い、警察が行

う捜査等の活動は、継続性や密行性の確保が重要である点で、知事部局等の行政機

関が行う事務とは異なる配慮が必要となる。例えば、警察車両のナンバーや車種等

の情報が公にされれば、当該車両を用いた捜査活動が困難になるといった支障が生

じることとなる。 

また、警察が行う捜査活動の対象には暴力団や極左暴力集団が含まれ、これらの

者は、犯罪の実現を容易にし、既に実行した犯罪の発覚を防ぎ、又は捜査を妨害す

るといった不当な目的で情報収集活動を行っており、警察官に関する家族構成を含

めた情報のデータベースを作成した事例もあるとのことである。 

そうすると、このような警察活動を不当に妨げる意図を持った者が、警察の施設、

車両、装備品、職員の人員、氏名等の組織体制のほか、捜査方針や取調べの手法等、

捜査活動の全般にわたって関心を寄せ、これらの情報を収集しようとする蓋然性は

軽視できないとの実施機関の主張は十分首肯できる。 

そして、情報収集においては、既に収集した他の情報と比較対照し、あるいは同

種の情報を継続的に収集することによって、些細と思われる情報であっても有機的

な情報に転化させることができるものであるから、警察業務に関する情報は、それ

が断片的なものに過ぎないとしても、これが公開されれば、他の情報と照合・分析

することによって、警察の活動の裏をかくことが可能となり、警察の業務に支障を

生ずる蓋然性があるということができる。 

したがって、本件職務執行の原因となった事件・事故に関する情報及びそれに伴

う本件職務執行の内容は、条例第８条第４号に該当すると認められる。 

(2) 本件文書６の「指示伺い」欄の１０行目から２１行目までについて 

ここには、本件職務執行に対する評価、職務執行者への対応、実施機関の対応方

針が記載されている。これらの情報が公開されれば、以後同種の報告書において具

体的な記載を躊躇させ、実施機関に対する苦情申出に係る事務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあるといえることから、条例第８条第４号に該当すると認められ

る。 

(3) 本件文書７の「３ 調査結果等」の「(1)」の一部について 

ここには、警察官の所属及び氏名、年齢等の情報が記載されている。 

これらの情報は、個人に関する情報であり、特定の個人を識別することができる

ものであるから、条例第８条第１号本文に該当する。 

審査請求人は、本件職務執行が職員の非違行為に該当するため、警察庁の指針に

基づき全て公表すべきであり、慣行として公にされるものとして条例第８条第１号

イに該当する旨主張するが、職員の非違行為に関する公表は、事案に応じて個別具

体的に行うべきものであり、慣行として公にされているとはいえないから、同号イ

には該当しない。 
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また、当該情報を公にしても、人の生命、健康、生活又は財産を保護することに

なるとは考えられず、ロに該当するということもできない。 

もっとも、ここに記載されているのは、本件苦情申出に係る職務を遂行した公務

員に関する情報であるから、警部補以下の階級の職を占める警察官の氏名を除き、

同号ハの職務遂行情報に該当する。そうすると、職務遂行情報に該当する情報は条

例第８条第１号ただし書に該当することとなるから、公開すべきようにも思える。 

しかし、警察官の所属及び氏名、年齢等の情報は、警察業務そのものに関する情

報とはいえないとしても、本件職務執行における当該警察官の役割が明らかとなれ

ば、当該警察官の担当する部門と関連する警察業務の情報の収集が容易となり、(1)

で述べたように、警察の行う事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるといえ

る。したがって、警察官の所属及び氏名、年齢等の情報は、条例第８条第４号に該

当すると認められる。 

(4) 本件文書７の「３ 調査結果等」の「(3) ○○警察署の調査結果」の見出し符号

を除く部分について 

ここには、本件職務執行に従事した警察官の姓が記載されており、他の記載と合

わせると、特定の個人を識別することができるものであるから、条例第８条第１号

に該当するが、本件苦情申出に係る職務を遂行した公務員に関する情報であるか

ら、警部補以下の階級の職を占める警察官を除き、同号ハの職務遂行情報に該当し、

当該情報については公開すべきようにも思える。 

しかし、ここには、本件職務執行の原因となった事件・事故に関する情報や当該

職務執行とその前後を含む警察の活動が記載されており、本件職務執行に従事した

警察官の姓を含むこれらの情報を公開することで、警察の捜査手法、立件の基準等

が明らかとなり、将来において、(1)で述べたように警察が行う事務の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるといえることから、条例第８条第４号に該当すると認め

られる。 

(5) 本件文書７の「４ 結論」について 

ここには、本件職務執行に従事した警察官の姓が記載されており、他の記載と合

わせると、特定の個人を識別することができるものであるから、条例第８条第１号

本文に該当する。当該情報は、本件苦情申出に係る職務を遂行した公務員に関する

情報であるが、姓が記載された警察官はいずれも警部補以下の階級の職を占める職

員であるから、条例第８条第１号ハの職務遂行情報には該当しない。そして、当該

情報は、(3)で述べたように、条例第８条第１号イ及びロのいずれにも該当しないこ

とから、同号ただし書には該当しない。 

また、ここには、所要の調査の結果を受けて、本件職務執行の適否について警察

本部長がどのように判断し結論付けたか及びその結論に基づき講じた措置につい

て記載されている。これらが公開されると、以後同種の報告書において具体的な記

載を躊躇させ、実施機関に対する苦情申出に係る事務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるといえることから、条例第８条第４号に該当すると認められる。 
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４ その他の非公開情報について 

公務員の職、氏名及び職務遂行の内容に係る部分で条例第８条第１号又は第４号に

該当するとして実施機関が非公開としたもの以外で実施機関が非公開としたものにつ

いては、これを非公開とする実施機関の説明に不合理な点は認められない。 

 

５ 結論 

当審査会は、本件事案を厳正かつ客観的に検討した結果、冒頭の「第１ 審査会の

結論」のとおり判断する。 

 

徳島県情報公開・個人情報保護審査会第１部会委員名簿 

（５０音順） 

氏 名 職 業 等 備 考 

泉 純 行政書士  
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大森 千夏 弁護士 部会長 
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